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 大津市市税規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年12月26日 

大津市長  佐  藤  健  司 

大津市規則第110号 

大津市市税規則の一部を改正する規則 

 大津市市税規則（昭和35年規則第30号）の一部を次のように改正する。 

第26条第１項中「は様式第46号、」を「及び」に、「にあっては様式第46号の２」を「の様式は、様式第46号」

に改め、同条第２項中「は様式第47号、」を「及び」に、「にあっては様式第48号」を「の様式は、様式第47号」

に改める。 

第28条第２項中「運転免許証その他の本人であることを示す書類を提示しなければ」を「個人番号カードの提

示その他の本人であることを市長が確認するための措置を講じなければ」に改め、同条第３項中「様式第51号、」

を「様式第51号又は様式第51号の２」に、「様式第51号の２、様式第51号の２の２又は様式第51号の２の３」

を「様式第51号の２の２、様式第51号の２の３又は様式第51号の２の４」に、「様式第51号の２の４」を「様式

第51号の２の５」に、「又は様式第51号の４」を「、様式第51号の４又は様式第51号の４の２」に改める。 

第30条中「個人の市民税・県民税に係る」を削り、「及び法第334条の規定による督促状にあっては様式第52

号、法人市民税に係る法第329条第１項及び事業所税に係る法第701条の63第１項の規定による督促状にあっては

様式第52号の２」を「、法第335条」に、「第457条第１項」を「第463条の25第１項」に改め、「第701条の16

第１項」の次に「、法第701条の63第１項」を加え、「にあっては」を「の様式は、」に改める。 

第40条中「様式第65号」を「様式第63号」に改める。 

第46条第２項第５号中「マンション建替組合、マンション敷地売却組合」を「マンション再生組合、マンショ

ン等売却組合、マンション除却組合」に改める。 

第47条中「又は様式第73号の２」を削る。 

 第48条中「又は様式第75号の２」を削る。 

 第53条中「又は様式第81号の２」を「、様式第81号の２又は様式第81号の３」に改める。 

 第54条第１項中「廃車申告受理証明書」を「廃車申告受付書」に改める。 

様式第４号を次のように改める。 
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号

外
（
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）
 

様式第４号（第３条関係） 

 

○公  大津市税 納付書（納入済通知書） 

加入 

者名 
大津市会計管理者 

口座記号 

番  号 
01010-7-960040 

合計 

金額 
円 

収納機関

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納期限 通知書番号 賦課年度（対象年度分） 期別 

 

 

 

 

税 額 円 延 滞 金 円 

領

収

日

付

印 

 

督促手数料 円 合計金額 円 

コ

ン

ビ

ニ

収

納

用 

 

 

 

 

 

 

収納代行業者 

（御注意） 

バーコードがない

もの、あっても読

取ができないもの

や金額を訂正した

もの、合計金額が

30万円を超えたも

のはコンビニエン

スストアでは納付

できません。 

  

納
税
義
務
者
名 

    

様 
   

 

 大津市／コンビニ等本部保管   取りまとめ店：滋賀銀行大津市役所出張所 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 

納付書（原符） 
○公  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 領収証書 

下記のとおり領収しました。 
○公  

加入者名    大津市会計管理者 

口座記号番号  01010-7-960040 

税額                 円 

延滞金                円 

督促手数料              円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

 
 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

 

大津市 

25201 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

金融機関／コンビニ等店舗保管 

加入者名  大津市会計管理者 

口座記号番号 01010-7-960040 

税額          円 

延滞金         円 

督促手数料       円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

お問合せ先は裏面に記載しています。 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

納入者保管・収入印紙不要 



 
令

和
７

年
1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
3
 

 様式第４号の２中「宛 名 番 号」を「管 理 番 号」に改める。 

様式第４号の３を次のように改める。 

様式第４号の３（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村コード 

法人市民税領収済通知書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人名（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人

税額を課税標準とする市民税の法人税割については、法人課税信託の

名称を併記） 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   .  
か

ら 
.   .  

ま

で 

中 予 確 修 更 決 そ  
      の  
間 定 定 正 正 定 他  

(     ) 

 

法人税割額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

均 等 割 額 02 
           

延 滞 金 03 
           

督促手数料 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

指定金融 

機 関 名 
(取りまとめ店) 

滋賀銀行 本店営業部 

大津市役所出張所 

取りまとめ局 
大阪貯金事務センター 

郵便番号 539-8794 

上記のとおり通知します。 

（市町村保管） 

 

市町村コード 

   法人市民税納付書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人名（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人

税額を課税標準とする市民税の法人税割については、法人課税信託の

名称を併記） 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   .  
か

ら 
.   .  

ま

で 

中 予 確 修 更 決 そ  
      の  
間 定 定 正 正 定 他  

(     ) 

 

法人税割額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

均 等 割 額 02 
           

延 滞 金 03 
           

督促手数料 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

日 計 
口 

円 

上記のとおり納付します。 

（金融機関又は郵便局保管） 

 

市町村コード 

  法人市民税領収証書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人名（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人

税額を課税標準とする市民税の法人税割については、法人課税信託の

名称を併記） 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   .  
か

ら 
.   .  

ま

で 

中 予 確 修 更 決 そ  
      の  
間 定 定 正 正 定 他  

(     ) 

 

法人税割額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

均 等 割 額 02 
           

延 滞 金 03 
           

督促手数料 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

上記のとおり領収しました。 

（納税者保管） 
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様式第４号の３の２を削る。 

様式第４号の４を次のように改める。 

様式第４号の４（第３条関係） 

 

○公  大津市税 納付書（納入済通知書） 

加入 

者名 
大津市会計管理者 

口座記号 

番  号 
01010-7-960040 

合計 

金額 
円 

収納機関

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納期限 通知書番号 賦課年度（対象年度分） 期別 

 

 

 

 

税 額 円 延 滞 金 円 

領

収

日

付

印 

 

督促手数料 円 合計金額 円 

コ

ン

ビ

ニ

収

納

用 

 

 

 

 

 

 

収納代行業者 

（御注意） 

バーコードがない

もの、あっても読

取ができないもの

や金額を訂正した

もの、合計金額が

30万円を超えたも

のはコンビニエン

スストアでは納付

できません。 

  

納
税
義
務
者
名 

    

様 
   

 

 大津市／コンビニ等本部保管   取りまとめ店：滋賀銀行大津市役所出張所 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 

納付書（原符） 
○公  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 領収証書 

下記のとおり領収しました。 
○公  

加入者名    大津市会計管理者 

口座記号番号  01010-7-960040 

税額                 円 

延滞金                円 

督促手数料              円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

 
 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

 

大津市 

25201 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

金融機関／コンビニ等店舗保管 

加入者名  大津市会計管理者 

口座記号番号 01010-7-960040 

税額          円 

延滞金         円 

督促手数料       円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

お問合せ先は裏面に記載しています。 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

納入者保管・収入印紙不要 



 
令

和
７

年
1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
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 様式第４号の５を削る。 

 様式第５号を次のように改める。 

様式第５号（第３条関係） 

 

○公  大津市税 納付書（納入済通知書） 

加入 

者名 
大津市会計管理者 

口座記号 

番  号 
01010-7-960040 

合計 

金額 
円 

収納機関

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納期限 通知書番号 賦課年度（対象年度分） 期別 

 

 

 

 

税 額 円 延 滞 金 円 

領

収

日

付

印 

 

督促手数料 円 合計金額 円 

コ

ン

ビ

ニ

収

納

用 

 

 

 

 

 

 

収納代行業者 

（御注意） 

バーコードがない

もの、あっても読

取ができないもの

や金額を訂正した

もの、合計金額が

30万円を超えたも

のはコンビニエン

スストアでは納付

できません。 

  

納
税
義
務
者
名 

    

様 
   

 

 大津市／コンビニ等本部保管   取りまとめ店：滋賀銀行大津市役所出張所 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 

納付書（原符） 
○公  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 領収証書 

下記のとおり領収しました。 
○公  

加入者名    大津市会計管理者 

口座記号番号  01010-7-960040 

税額                 円 

延滞金                円 

督促手数料              円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

 
 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

 

大津市 

25201 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

金融機関／コンビニ等店舗保管 

加入者名  大津市会計管理者 

口座記号番号 01010-7-960040 

税額          円 

延滞金         円 

督促手数料       円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

お問合せ先は裏面に記載しています。 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

納入者保管・収入印紙不要 
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軽自動車税種別割納税証明書 

（継続検査用） 

標識番号 

有効期限 

この納税証明書は、車検において自動車検査証の
返付を受ける際に必要となる場合がありますの

で、大切に保管してください。 

備考 

 

 

 

 

 

 

 
※領収日付印の

ないもの及び
標識番号等が
＊印で消され
ているものは
使用できませ
ん。 

 
 

領収日付印 

 

納付者保管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 

車
検
用
と
し
て
ご
使
用
さ
れ
る
際
に
お
切
り
離
し
く
だ
さ
い
䣎
お
支
払
い
の
際
は
切
り
離
さ
な
い
で
く
だ
さ
い
䣎 



 

        「                                    「 

様式第６号中 宛名番号 申告区分 を 管理番号 申告区分 に、 

                          」                    」 

                     「                      「 

「宛 名 番 号」を「管 理 番 号」に、 

納 付 期 限 

を 

納 付 期 限 

に改める。 

宛 名 番 号 管 理 番 号 

」            」 

様式第７号を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 12 月 26 日                大   津   市   公   報               号外（第 72 号） 7 令和７年 12 月 26 日                大   津   市   公   報               号外（第 72 号） 7 令和７年 12 月 26 日                大   津   市   公   報               号外（第 72 号） 7 
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様式第７号（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

市町村コード 

事業所税領収済通知書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人（個人）名 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   .  
か

ら 
.   .  

ま

で 

当 決 修 更 そ 
の 

初 定 正 正 他 
(     ) 

 

税 額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

延 滞 金 02 
           

督促手数料 03 
           

 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

指定金融 

機 関 名 
(取りまとめ店) 

滋賀銀行 本店営業部 

大津市役所出張所 

取りまとめ局 
大阪貯金事務センター 

郵便番号 539-8794 

上記のとおり通知します。 

（市町村保管） 

 

市町村コード 

    事業所税納付書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人（個人）名 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   . 
か 

ら 
.   .  

ま

で 

当 決 修 更 そ 
の 

初 定 正 正 他 
(     ) 

 

税 額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

延 滞 金 02 
           

督促手数料 03 
           

 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

日 計 
口 

円 

上記のとおり納付します。 

（金融機関又は郵便局保管） 

 

市町村コード 

   事業所税領収証書 ○公  
252018 

滋賀県 

大津市 

口座番号 加入者 

01010-7-960040 大津市会計管理者 

所在地及び法人（個人）名 

年度 ※処理事項 管理番号 

   

事業年度（算定期間） 申 告 区 分 

.   .  
か

ら 
.   .  

ま

で 

当 決 修 更 そ 
の 

初 定 正 正 他 
(     ) 

 

税 額 

 

01 

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

延 滞 金 02 
           

督促手数料 03 
           

 04 
           

合 計 額 05 
           

納期限   年  月  日 
領 

収 

日 

付 

印 

 

上記のとおり領収しました。 

（納税者保管） 

 



 

         「                            「 

 様式第９号中 

宛 名 番 号  

を 生 年 月 日 

 

 に改める。 

生 年 月 日  

」                  」 

様式第14号を次のように改める。 
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様式第14号（第７条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

大津市長      印  

 

納期限変更告知書 

 

地方税法第13条の２第１項の規定により繰上徴収しますので下記のとおり納期限を変更します。 

変更理由  

変更後の納期限     年  月  日   時  分 

納付（入）場所  

 

納税者又は 

特別徴収義務者 

住所（所在地）  

氏名（名称）  

科目 
賦課 対象 期(月) 

未納額（円） 納期限 課税情報 
通知書番号 

 
   

   
 

 
   

   
 

 
   

   
 

 
   

   
 

 
   

   
 

 
   

   
 

合   計    

備考  

備考 この処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間

等を記載すること。 
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様式第31号を次のように改める。 

様式第31号（第17条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

大津市長      印 

 

滞納処分の停止通知書 

あなたの滞納市税については、次のとおり滞納処分の執行を停止しましたから、地方税法第15条の７第

２項の規定により通知します。しかしながら、これによってあなたの納付義務が消滅したわけではありま

せんから、資力が回復し次第直ちに納付してください。 

なお、あなたの資力が回復したかを確認するための財産調査は随時行います。 

滞

納

者 

住所（所在地）  

氏名（名称）  

滞

納

金

額 

科目 
賦課 対象 期(月) 

未納額 
督 促 

手数料 
延滞金 

合 計 

金 額 
納期限 課税情報 

通知書番号 

 
   

      
 

 
   

      
 

 
   

      
 

 
   

      
 

 
   

      
 

合   計  

滞納処分費  

滞納処分の停止日 年  月  日 

停止要件 地方税法第15条の７第  項第  号該当 

備考 
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 様式第33号を次のように改める。 

様式第33号（第18条関係） 

 

第     号  

年  月  日  

 

大津市長      印  

 

滞納処分の停止取消通知書 

  年  月  日付けで滞納処分の停止をしました市税については、次のとおり滞納処分の停止の取

消しをしましたから直ちに納付してください。 

地方税法第15条の８第２項の規定により通知します。 

滞

納

者 

住所（所在地）  

氏名（名称）  

滞

納

金

額 

科目 
賦課 対象 期(月) 未納額 

督 促 

手数料 
延滞金 

合 計 

金 額 
納期限 法定納期限等 

通知書番号       

          

        

          

        

          

        

合   計     

滞納処分費     

取消日 年  月  日 

取

消

理

由 

 

備考 

 

備考 裏面にこの処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期

間等を記載すること。 
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様式第46号を次のように改める。 

様式第46号（第26条関係） 

 

                                     年  月  日 

         様 

大津市長      印 

 

過誤納金還付通知書 

 

次のとおり、過誤納金の還付について通知します。 

 

納税義務者氏名・名称 

過誤納番号 過誤納発生の理由 

 

過誤納合計額 

＋ 

還付加算金 

－ 

充当合計額 

＝ 

還付額 

  円 円 円 円 

 

＜過誤納の詳細＞ 

科目  年度  通知書番号  

期月 
納付すべき額 納付済額 過誤納額 

本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

合計 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 

＜充当先の詳細＞ 

充当先 氏名・名称 

税目 
通知書番号 

期月 
充当額 充当後の未納額 

年度 本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 

   
円 円 円 円 円 円 

   

合   計 円 円 円 円 円 円 

 

＜振込先口座＞ 

金融機関名  支店名  

口座種別   口座番号   口座名義人   

 

 

備考 余白にこの処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期

間等を記載すること。 
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 様式第46号の２を削る。 

様式第47号を次のように改める。 

様式第47号（第26条関係） 

 

                                     年  月  日 

         様 

大津市長      印 

 

過誤納金充当通知書 

 

次のとおり、過誤納金の充当について通知します。 
 

納税義務者氏名・名称 

過誤納番号 過誤納発生の理由 

 

過誤納合計額 

＋ 

還付加算金 

－ 

充当合計額 

＝ 

還付額 

  円 円 円 円 

 

＜過誤納の詳細＞ 

税目  年度  通知書番号  

期月 
納付すべき額 納付済額 過誤納額 

本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

合計 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

 

＜充当先の詳細＞ 

充当先氏名・名称 

税目 
通知書番号 

期月 
充当額 充当後の未納額 

年度 本税 督手 延滞金 本税 督手 延滞金 

   
円 円 円 円 円 円 

   

   
円 円 円 円 円 円 

   

   
円 円 円 円 円 円 

   

合   計 円 円 円 円 円 円 

 

＜振込先口座＞ 

金融機関名  支店名  

口座種別   口座番号   口座名義人  

 

備考 余白にこの処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期

間等を記載すること。 
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様式第48号を次のように改める。 

様式第48号 削除              

 様式第50号（表）中 
「所得証明 

 （市県民税課税/非課税証明）」 
を「課税（非課税）証明」に、 

「 

□ 固定資

産課税台

帳記載事

項証明 

□ 評価証明 

□ 公課証明 

（税額記載のもの） 

□ 最新年度 

（申請日時点で発行可能な最新の年度） 

□   年度 

 

 を 

 □ 固定資産価格証明 

（近傍地） 
 

 

                                           」 

「 

□ 完納証明   

 に、 

□ 固定資産評価証明 

□ 固定資産公課証明 

（税額記載のもの） 

□ 固定資産価格証明 

   （近傍地） 

□ 最新年度 

（申請日時点で発行可能な最新の年度） 

□   年度 

 

                                           」 

「 

□ 営業証明 

  

 を 

                                           」 

「 

□ 固定資産無資産証明 □ 最新年度 

（申請日時点で発行可能な最新の年度） 

□   年度 

 

 に改め、同様式 

□ 営業証明  
 

                                           」 

（裏）中 

「□  年度 ～  年度  所得証明（市県民税課税／非課税証明）……………   通 

□  年度 ～  年度  納税証明…………………………………………………   通 

 □  年度 ～  年度  固定資産課税台帳記載事項証明（評価証明）………   通 

 □  年度 ～  年度  固定資産課税台帳記載事項証明（公課証明）………   通 

 □  年度 ～  年度  固定資産課税台帳閲覧…………………………………   回（通） 

 □  その他（             ）………………………………………   通   」

を 

 

「※被相続人の証明書が必要な場合は、次の欄に記入してください。（被相続人氏名：    ） 

□  年度 ～  年度  課税（非課税）証明……………………………………   通 

□  年度 ～  年度  納税証明…………………………………………………   通 

□            完納証明…………………………………………………   通 

  □  年度 ～  年度  固定資産評価証明………………………………………   通 

  □  年度 ～  年度  固定資産公課証明………………………………………   通 

  □  年度 ～  年度  固定資産課税台帳閲覧…………………………………   回（通） 

□  年度 ～  年度  固定資産無資産証明……………………………………   通 

  □  その他（             ）………………………………………   通   」

に改める。 
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1
6
 

令
和

７
年

1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
 

様式第51号から様式第51号の２の４までを次のように改める。 

様式第51号（第28条関係） 

第   号 

納 税 証 明 書 

納付義務者住所（所在地） 

 

納付義務者氏名（名称） 

 

年度（賦課年度）      

税目 納付すべき金額（円） 納付済額（円） 
税額 

備考 
納期未到来額（円） 滞納額（円） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

備考  

 

上記のとおり相違ないことを証明する。 

年  月  日  

大津市長      印 

 



 
令

和
７

年
1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
1
7
 

令
和

７
年

1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
1
7
 

様式第51号の２（第28条関係） 

 

完 納 証 明 書 

 

納付義務者 

住所（所在地）  

氏名（名称）  

 

 

年  月  日現在、納期限到来済の市税について、現に滞納はありません。 

 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

備考 

 

 

年  月  日 

  

大津市長      印 
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令
和

７
年

1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
 

様式第51号の２の２（第28条関係） 

                             年度 固定資産（土地・家屋）公課証明書                        （ ／ ） 

年  月  日現在 

納税 

義務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

 

区 
分 

所在地 評価額(円) 
固定課税標準額(円) 固定相当税額(円) 登記 

地目又は種類・用途 構 造 等 地積又は床面積(㎡) 
都計課税標準額(円) 都計相当税額(円) 現況 

家屋番号 
備考 

建築年 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

備考  

上記のとおり固定資産課税台帳に記載されていることを証明します。 

第    号 

年  月  日 

大津市長      印 

 



 
令

和
７

年
1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
1
9
 

様式第51号の２の３（第28条関係） 

                             年度 固定資産（土地・家屋）評価証明書                        （ ／ ） 

年  月  日現在 

納税 

義務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

 

区 
分 

所在地 評価額(円) 
固定課税標準額(円) 固定相当税額(円) 登記 

地目又は種類・用途 構 造 等 地積又は床面積(㎡) 
都計課税標準額(円) 都計相当税額(円) 現況 

家屋番号 
備考 

建築年 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

 

  
  登記    

  現況    

 
 

 

備考  

上記のとおり固定資産課税台帳に記載されていることを証明します。 

第    号 

年  月  日 

大津市長      印 

 



 
2
0
 

令
和

７
年

1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津

 
 
 
市

 
 
 

公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
 

様式第51号の２の４（第28条関係） 

 

年度 固定資産（償却資産）公課証明書 

年  月  日現在 

納税 

義務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

資産の所在地  

資産の種類 評価額（円） 課税標準額（円） 備考 

構築物    

機械及び装置    

船舶    

航空機    

車両及び運搬具    

工具、器具及び備品    

知事配分    

大臣配分    

合計   相当税額：       円 

備考    

 

上記のとおり相違ないことを証明します。  

                                               

                                                     年  月  日 

 

大津市長      印 

 



 

様式第51号の２の４の次に次の１様式を加える。 
様式第51号の２の５（第28条関係） 

第    号  

（非）課税証明書               年度（    年分） 

住 所  

氏 名  

生年月日  
 

▼所得金額等 （円）  ▼所得控除額 （円）  ▼配偶者  

        

        

      ▼扶養親族 （人） 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

      ▼本人該当区分  

   所得控除合計     

        

   ▼課税標準額 （円）    

        

        

        

合計所得金額        

繰越損失額        

総所得金額等        

備考：合計所得金額は、分離譲渡所得の特別控除前の金額が含まれます。 
 

▼税額控除等  （円）  ▼所得割・均等割  （円） 

 市民税 県民税    市民税 県民税 

    減免前所得割   

    所得割減免額   

    減免後所得割   

    減免前均等割   

    均等割減免額   

    減免後均等割   

       

    ▼森林環境税額 （円）  

      森林環境税  

所得割額    免除前税額   

    免除税額   

    免除後税額   

       

    ▼年税額  （円） 

    年税額（減免・免除前）  

    年税額（減免・免除後）  
 

▼備 考  

  

上記のとおり相違ないことを証明します。 

                         年  月  日 

大津市長      印  
 

この証明書は黒色の電子公印を使用しています。
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様式第51号の３を次のように改める。 

様式第51号の３（第28条関係） 

 

営 業 証 明 書 

 

法 人 所 在 地  

法 人 名 称  

代 表 者 氏 名  

事 業 種 目  

備 考 

 

 

上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

年  月  日 

 

大津市長      印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 様式第51号の４中 
「上記のとおり相違ないことを証明します。 

年  月  日       大津市長      印」 
を 

 

「上記のとおり相違ないことを証明します。     年  月  日 

          大津市長       印」 
に改め、同様式の次に次の１様 

式を加える。 
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令
和

７
年

1
2
月

2
6
日
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大
 
 

 
津
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公
 
 

 
報
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
号

外
（

第
 
7
2
 
号

）
 

様式第51号の４の２（第28条関係） 

 

年度 固定資産（土地・家屋）無資産証明書 

年  月  日現在 

申請者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

固定資産課税台帳（土地・家屋）に登録されていないことを証明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                               

                                                        年  月  日 

 

大津市長      印 



 

様式第51号の５から様式第52号までを次のように改める。 

様式第51号の５（第29条関係） 

 

軽自動車税種別割納税証明書 

(継続検査用) 

 

 
標識番号 

 

  

 有効期限   

 この納税証明書は、車検において自動車検査証

の返付を受ける際に必要となる場合があります

ので、大切に保管してください。 

  

  備考 

 

  

 

 

   大津市長      印 

 

  
領収日付印 
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号

外
（

第
 
7
2
 
号
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様式第51号の６（第29条関係） 

 

軽自動車税（種別割）納税証明書（継続検査用） 

 

納 税 

義務者 

住 所 

（所在地） 

 

氏 名 

（名 称） 

 

 

車 両 番 号  

納 税 年 月 日 年  月  日 

この証明書の有効期限 年  月  日 

備 考  

 

上記車両番号に係る軽自動車税（種別割）は滞納がないことを証明します。 

 

年  月  日 

 

大津市長      印 

 

（注）１ 継続検査において自動車検査証の返付を受けようとする際に、この証明書を提示してください。 

２ 滞納が天災その他やむを得ない事由によるものである場合には、備考欄にその旨記載されます。 

３ 賦課期日（４月１日）後に所有者の変更があった場合には、備考欄に変更後の所有者について賦課期日の属する年度においては滞納がない旨記載されます。 

４ この証明書の有効期限欄には、この証明書の交付後、最初に到来する納期限の前日が記載されます。 

（第   号） 
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外
（

第
 
7
2
 
号

）
2
7
 

様式第52号（第30条関係） 

 

○公  大津市税 納付書（納入済通知書） 

加入 

者名 
大津市会計管理者 

口座記号 

番  号 
01010-7-960040 

合計 

金額 
円 

収納機関

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納期限 通知書番号 賦課年度（対象年度分） 期別 

 

 

 

 

未 納 額 円 延 滞 金 円 

領

収

日

付

印 

 

督促手数料 円 合計金額 円 

コ

ン

ビ

ニ

収

納

用 

 

 

 

 

 

 

収納代行業者 

（御注意） 

バーコードがない

もの、あっても読

取ができないもの

や金額を訂正した

もの、合計金額が

30万円を超えたも

のはコンビニエン

スストアでは納付

できません。 

  

納
税
義
務
者
名 

    

様 
   

 

 大津市／コンビニ等本部保管   取りまとめ店：滋賀銀行大津市役所出張所 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 

納付書（原符） 
○公  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市税 領収証書 

下記のとおり領収しました。 
○公  

加入者名    大津市会計管理者 

口座記号番号  01010-7-960040 

未納額                円 

延滞金                円 

督促手数料              円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

 
 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

 

大津市 

25201 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

金融機関／コンビニ等店舗保管 

加入者名  大津市会計管理者 

口座記号番号 01010-7-960040 

未納額         円 

延滞金         円 

督促手数料       円 

合計金額 

円 

納税義務者名 

通知書番号 

納期限 

 

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
䣎 

お問合せ先は裏面に記載しています。 

収納代行業者 

領 収 日 付 印 

 

納入者保管・収入印紙不要 



 

様式第52号の２を削る。 

「 

様式第54号から様式第55号までの規定中 

宛 名 番 号 

（納税通知書に記載） 

 

を 
個 人 番 号 

（ 又 は 法 人 番 号 ） 

 

                                                」 

「 

個 人 番 号 

（ 又 は 法 人 番 号 ） 

 

に改める。 

                             」 

 

様式第62号中 

「１．転勤・転籍 

２．退職 

３．死亡 

４．休職 

５．長欠 

６．支払少額 

７．支払不定期 

８．その他  」 

を 

「１．退職 

２．転勤 

３．休職・長欠 

４．死亡 

５．支払少額・不定期 

６．合併・解散 

７．その他     」 

に、 

「８．その他 

 の 理 由 を 

右 欄 へ 記 

入    」

を 

「７．その他 

 の 理 由 を 

右 欄 へ 記 

入    」 

に 

改める。 

様式第63号を次のように改める。 
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様式第63号（第39条、第40条関係） 

年  月  日 

大津市長      印 
 

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に大津市長に対して審査請求をすることができま

す。ただし、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請

求をすることができなくなります。また、この処分の取消しの訴えは、こ

の処分についての審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があ

ったことを知った日の翌日から起算して６月以内に大津市を被告として

（大津市長が被告の代表者となります。）提起することができます（な

お、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの

訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求があった

日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき、処分、処分の執

行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある

ときその他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、審査請求に

対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 
 

 

お問合せ先 

 

 

 

 

   年度  市民税・県民税・森林環境税 納税通知書 兼決定通知書                 （単位：円） 

 

▼賦課期日時点氏名・住所  

 

 
通知書番号 

 

 

 年税額 給与特徴税額 年金特徴税額 差引普通徴収税額 

     

     

 

※「充当又は委託納付額」がある場合は、実際に納める額は充当又は委託納付額を差し引いた金額となります。 

 第１期 第２期 第３期 第４期    

納期限        

        

 

 

   年度  市民税・県民税・森林環境税課税明細書（   年 月 日現在）             （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第64号から様式第69号までを次のように改める。 

様式第64号から様式第69号まで 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼所得金額等   ▼所得控除額  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

合計所得金額   控 除 合 計  

繰 越 損 失 額     

総所得金額等     
 
▼課税標準額     

     

     

     

     

     

     

▼扶養親族該当区分           ▼本人該当区分 

控

配 

老 

配 

特

定 

同 

老 

老

人 

16
歳
未
満 

そ

の

他 

同

障 

特

障 

他 

障 

未
成
年
者 

特

障 

他 

障 

寡

婦 
 

勤
労
学
生 

                

 

▼算出税額 市民税 県民税 

税額控除前所得割   

   

   

   

   

   

   

   

   

所 得 割 額   

均 等 割 額   

森林環境税額  

減免額・免除額  

年税額（住民税及び森林環境税の額）  

給与・公的年金等からの特別徴収税額  

差引普通徴収税額（本年度納めていただく額）  

控除不足額  

（うち還付額）  
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 様式第64号から様式第69号までを次のように改める。 

様式第64号から様式第69号まで 削除 

様式第71号の２を次のように改める。 

様式第71号の２（第45条の２関係） 
年  月  日 

大津市長      印 
 

法人市民税更正・決定通知書 
 

次のとおり更正・決定しましたので通知します。 

法人管理番号  法人番号   

法人名     

所在地     

事業年度   
法人税の 

修正・更正日 
 

更正決定事由     

 

区分 更生・決定前 更生・決定後 

課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額           円           円 

分割基準         ／         ／ 

課税標準額又は分割課税標準額           円           円 

税率           ％           ％ 

法人税割額           円           円 

市町村民税の特定寄附金税額控除額           円           円 

税額控除超過額相当額の加算額           円           円 

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額

又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額 
          円           円 

外国の法人税等の額の控除額           円           円 

仮装経理に基づく法人税割額の控除額           円           円 

差引法人税割額           円           円 

租税条約の実施に係る法人税割額の控除額           円           円 

納付すべき法人税割額 ①         円 ②         円 

均等割月数           月           月 

納付すべき均等割額 ③         円 ④         円 

合計税額（①＋③）又は（②＋④） ⑤         円 ⑥         円 

この通知により納付すべき又は還付すべき（－印）税額（⑥―⑤） ⑦         円 

指定納期限 年 月 日 ⑦の内訳 
法人税割額（②－①）           円 

均 等 割 額（④－③）           円 
 
  この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大津市長

に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審

査請求をすることができなくなります。 

  また、この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁

決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に大津市を被告として（大津市長が被告の代表者と

なります。） 提起することができます（なお、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求があった日の翌日から起算して

３月を経過しても裁決がないとき、処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため

緊急の必要があるときその他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、審査請求に対する裁決を経

ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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様式第72号中 
「宛名番号 

 氏  名」
を「氏  名」に改める。 

様式第72号の２及び様式第73号を次のように改める。 
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様式第72号の２（第46条の２関係) 

 

法人市民税 減免申請書 

年  月  日 

（宛先） 

  大津市長 

 

宛名番号         法人番号           

法人名                         

所在地                         

代表者                         

連絡先（電話番号）                   

 

次のとおり法人市民税の減免を申請します。 

 

記 

 

 事業年度            から             まで 

 算定期間                              

 納期限                               

法人市民税額  均等割       円  法人税割       円 

減免を受けようとする事由 （該当番号を〇で囲んでください。）    

  １ 公益社団法人及び公益財団法人（地方税法第296条第1項第2号に該当するものを除く。）で収益事業を

行わないもの 

  ２ 一般社団法人（非営利型法人に該当するものに限る。）及び一般財団法人（非営利型法人に該当するも

のに限る。）で収益事業を行わないもの 

  ３ 認可地縁団体で収益事業を行わないもの 

  ４ 特定非営利活動法人で収益事業を行わないもの 

  ５ 上記以外で、公益上その他特別の事由があるもの 

 

事業の具体的内容 

                                                   

 

※ この申請書は申告書（第22号の３様式）とともに納期限までに提出してください。 

※ この申請書には、減免を受けようとする事由を証明する書類を添付してください。 
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様式第73号（第47条関係) 

 

  年度  固定資産税・都市計画税（土地・家屋・償却資産）納税通知書 

 

賦課年度  

通知書番号  

 

あなたの固定資産税・都市計画税は次のとおりです。 

年  月  日 

大津市長      印 

 

金融機関名  

支店名  

口座種別  

口座番号  

口座名義人  

振替方法  

  

◎一括振替の方は、最初の振替日で金額が引き落とされます。 

◎市税等の納付には口座振替が便利です。 

◎この通知書は大切に保管ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第73号の２を削る。 

様式第74号及び様式第75号を次のように改める。 

区分 固定資産税（円） 都市計画税（円） 

課

税

標

準

額 

土地 
Ⓐ Ⓙ 

家屋 
Ⓑ Ⓚ 

償却資産 
Ⓒ  

合計 
Ⓓ＝Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ Ⓛ＝Ⓙ＋Ⓚ 

税率 
Ⓔ Ⓜ 

軽減・減免前税額 
Ⓕ＝Ⓓ×Ⓔ Ⓝ＝Ⓛ×Ⓜ 

  
 

軽減税額 
Ⓖ Ⓞ 

減免税額 
Ⓗ Ⓟ 

年税額 
Ⓘ＝Ⓕ－Ⓖ－Ⓗ Ⓠ＝Ⓝ－Ⓞ－Ⓟ 

合計年税額 
Ⓘ＋Ⓠ 

 

 

備考 

  

 

 

期別 納期限 納付額（円） 

第１期 年 月 日  

第２期 年 月 日  

第３期 年 月 日  

第４期 年 月 日  

随時期１ 年 月 日  

随時期２ 年 月 日  
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様式第74号（第47条の２関係) 
年度  固定資産税・都市計画税 

（土地・家屋）課税明細書 

（  ／  ） 

納税 

義務者 

住所又は所在地  

賦課年度 

 

通知書番号 

 

氏名又は名称    

 

区分 土地又は家屋の所在地  不動産番号 
固 

定 

課税標準額(円) 本則課税標準額(円) 

登記地目又は種類・用途 登記地積又は床面積(㎡) 建築年 

評価額(円) 

前年度課税標準額又は比準課税標準額(円) 軽減税額(円) 

現況地目又は構造 現況地積又は床面積(㎡) 現況階層 減免税額(円) 相当税額(円) 

家屋番号又は共用土地の持分割合 非課税地積又は床面積(㎡) 現況屋根 
都 

計 

課税標準額(円) 本則課税標準額(円) 

備考 前年度課税標準額又は比準課税標準額(円) 軽減税額(円) 

減免税額(円) 相当税額(円) 

小規模住宅用地 

地積 
固定 

課税標準額 
（円） 

固定 
負担水準 

都計 
課税標準額 

（円） 

都計 
負担水準 一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

    
固 

定 

  

   

 

  

     

   
都 

計 

  

備考   

  

小規模住宅用地 

     一般住宅用地 

上記以外の土地 

 
備考 
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様式第75号（第48条関係) 

 

賦課年度  

通知書番号  

住所 

（所在地） 

年  月  日 

氏名           様 

（名称） 

大津市長      印 

 

  年度 固定資産の価格等決定（修正）通知書 

 

納税義

務者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

備考   

 

地方税法第  条第  項の規定により  年度固定資産の価格等を下記のとおり決定(修正)し、固定資産課

税台帳に登録しましたので通知します。 

（教示） 

１ この通知書に記載された価格（評価額）に不服があるときは、この通知書の交付を受けた日の翌日から起算

して３月以内に、文書をもって、大津市固定資産評価審査委員会に対して、地方税法第432条第１項の規定に

基づく審査の申出をすることができます。 

２ 前項の審査の申出に対する決定に不服があるときは、当該審査の申出に対する決定の送達を受けた日の翌日

から起算して６月以内に、大津市を被告として（大津市固定資産評価審査委員会が被告の代表者となりま

す。）、大津地方裁判所に決定の取消しの訴えを提起することもできます（なお、決定があったことを知った

日の翌日から起算して６月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過すると決定の取消

しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

区分 修正前 修正後 

所在地   

家屋番号   

現況地目又は用途   

構造   

現況地積又は床面積（㎡）   

評価額（円）   

固定 
前年度課税標準額又は比準課税標準額（円）   

課税標準額（円）   

都計 
前年度課税標準額又は比準課税標準額（円）   

課税標準額（円）   

理由    

備考    

 

 

 

令和７年12月26日                大   津   市   公   報               号外（第 72 号） 35 



 

 様式第75号の２を削る。 

 様式第76号の２中 

「  

（理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他参考となる資料があれば添付してください。 

 を 

                                         」 

「 

償却資産 

 に改める。 

資 産 名 称 数量 取 得 価 額 取 得 年 月 
耐 用 

年 数 
備  考 

      

      

      

      

（理由） 

 

 

 

その他参考となる資料があれば添付してください。 

                                         」 

様式第78号を次のように改める。 
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様式第78号（第51条関係) 

賦課年度  

通知書番号  

住所（所在地） 

氏名（名称）           様                              年  月  日 

大津市長      印 
 

 年度 固定資産税・都市計画税（土地・家屋・償却資産） 更正（賦課）決定通知書 

納税義務者 
住所又は所在地  

氏名又は名称  

更正事由   

備考   

次のとおり変更しましたので通知します。本書のとおり納付してください。 
◎ 納付の際は、所定の納付書により、納付書に記載してある納付場所で納付してください。 
◎ 課税の根拠 
１ 地方税法及び大津市市税条例の規定に基づき、固定資産（土地・家屋・償却資産）の所有者に、固定資産税・都市計

画税（償却資産を除く。）が課せられます。 
２ 税額  固定資産税：固定資産税課税標準額×税率 （税率＝1.4％） 

都市計画税：都市計画税課税標準額×税率 （税率＝0.3％） 
３ 納税者は、この通知書の記載事項について不服があるときは、この処分があったことを知った日（この通知書を受け

取った日）の翌日から起算して３月以内に大津市長に対して審査請求をすることができます。ただし、この処分があっ
たことを知った日の翌日から起算して３月以内であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査
請求をすることができなくなります。また、この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決を
経た場合に限り、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に大津市を被告として（大津市長が被
告の代表者となります。）提起することができます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内
であっても、裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなり
ます。）。ただし、①審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき②処分、処分の執行又
は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき③その他裁決を経ないことにつき正当な理
由があるときのいずれかに該当する場合は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することがで
きます。 

各納期限までに税金を納付しなかった場合においては、督促及び滞納処分が行われるほか、大津市市税条例の定めるとこ
ろによって督促手数料及び延滞金が徴収されます。 
 

区分 ㋐ 更正前（円） ㋑ 更正後（円） ㋑－㋐ 差引増減額（円）

固
定
資
産
税 

土地 課税標準額 Ⓐ 
 

    

家屋 課税標準額 Ⓑ 
 

    

償却 課税標準額 Ⓒ 
 

    

合計 課税標準額 Ⓓ＝Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ 
 

    

税率 Ⓔ      

軽減・減免前税額 Ⓕ＝Ⓓ×Ⓔ 
 

    

    

軽減税額 Ⓖ       

減免税額 Ⓗ       

年税額   Ⓘ ＝Ⓕ－Ⓖ－Ⓗ       

都
市
計
画
税 

土地 課税標準額 Ⓙ       

家屋 課税標準額 Ⓚ       

合計 課税標準額 Ⓛ＝Ⓙ＋Ⓚ       

税率 Ⓜ       

軽減・減免前税額 Ⓝ＝Ⓛ×Ⓜ       

        

軽減税額 Ⓞ       

減免税額 Ⓟ       

年税額 Ⓠ＝Ⓝ－Ⓞ－Ⓟ       

合計年税額  Ⓘ＋Ⓠ    

期
別
税
額 

第１期       

第２期       

第３期       

第４期       

随時１期       

随時２期       

 

区分 納期限 ㋒ 収納済額（円） ㋓ 更正後納付額（円） ㋓－㋒ 差引税額（円） 

期
別
税
額 

第１期        

第２期        

第３期        

第４期        

随時１期        

随時２期        
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様式第78号の５中「（現所有者代表者）」を 
「（現所有者代表者） 

 （相続人代表者） 」 
に、 

「          「           「          「 

宛 名 番 号 

を 

個 人 番 号 

（法人番号） 
に、 

宛 名 番 号 

を 生 年 月 日  に改める。 
被 相 続 人 

と の 続 柄 

被 相 続 人 

と の 続 柄 
生 年 月 日 

         」          」           」          」 

様式第81号及び様式第81号の２を次のように改める。 
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様式第81号（第53条関係)  

 
 

軽自動車税（種別割）納税通知書 兼 領収証書 加入者名  

 口座記号番号  

 通知書番号  

 

通し番号 

納税義務者 

 

 

納期限  標識番号  

税額  車種  

賦課年度  課税年度      

 

収納代行 

上記のとおり決定しましたので通知します。 

      年  月  日 

 

  大津市長       印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

領収日付印 
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様式第81号の２（第53条関係）  

 

軽自動車税（種別割）納税通知書（口座振替用） 

 

   次のとおり決定しましたので通知します。 

 

       年  月  日 

大津市長      印 

 

納税義務者  

 

賦課年度  課税年度  

振替対象台数  

合計納税額  

金融機関名  

支店名  

口座種別  

口座番号  

口座名義人  

納期限 年  月  日 

振替日 年  月  日 

 

 

備考 裏面に課税の根拠、税率、納期限までに税金を納付しなかった場合において執られるべき措置並びにこ

の処分に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場合の被告とすべき者、出訴期間等を記載

すること。 
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様式第81号の２の次に次の１様式を加える。 

様式第81号の３（第53条関係）  
 

年  月  日 
 

大津市長      印 

通し番号 

軽自動車税（種別割）納税通知書（口座振替用） 
 

次のとおり決定しましたので通知します。 
 

納税義務者    

賦課年度  課税年度  

振替対象台数 台 
合計納税額  

金融機関名  

支店名  口座種別  

口座番号  口座名義人  

納期限    年  月  日 振替日    年  月  日 

通知書番号 車両番号（標識番号） 車種 

備考   税額 

   

    

   

    

   

    

   

    

根拠法令 
 

滞納処分、延滞金について 

 

教示文 

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

津市長に対して審査請求をすることができます。ただし、処分があった日の翌日から起算して１年を

経過すると審査請求をすることができなくなります。また、この処分の取消しの訴えは、この処分に

ついての審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６月以内に大津市を被告として（大津市長が被告の代表者となります。）提起することができま

す（なお､裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなります。）。ただし、審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決が

ないとき、処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある

ときその他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分

の取消しの訴えを提起することができます。 
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様式第82号及び様式第83号を次のように改める。 

様式第82号（第53条の２関係） 

 

年  月  日 

 

大津市長      印 

 

軽自動車税（種別割）税額変更通知書 

 

下記のとおり、軽自動車について税額変更を行いましたので通知します。 

納
税
義
務
者 

住 所 

（所在地） 
 

氏 名 

（名 称） 
 

 

◆税額変更の内容 

車両情報 

車両番号（標識番号） 車種 軽自管理番号 

   

車台番号 

 

税額変更内容 

通知書番号 税額変更前 税額変更後 差引増減額 

    

年度 

根拠事由の発生日 税額変更年度 賦課年度 課税年度 

    

税額変更事由  

 

  ◆教示文 

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に大

津市長に対して審査請求ができる。ただし、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審

査請求ができなくなる。この処分の取消しの訴えは、この処分についての審査請求に対する裁決を経

た場合に限り、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に大津市を被告として（大

津市長が被告の代表者となる。）提起できる（裁決があった日の翌日から起算して１年を経過すると

処分の取消しの訴えを提起できなくなる。）。ただし、審査請求があった日の翌日から起算して３月

を経過しても裁決がないとき、処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるた

め緊急の必要があるときその他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、審査請求に対する

裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起できる。 
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様式第83号（第54条関係） 

 

原動機付自転車・小型特殊自動車 廃車申告受付書 

 

 発行番号  

所有者 

住所 

（所在地） 
  

氏名 

（名称） 
  

使用者 

住所 

（所在地） 
  

氏名 

（名称） 
  

納税義務者区分  

標識番号  

種別  

定置場  

車名  

車台番号  

型式  
型式認定番

号 
 

原動機型式  年式   

総排気量又は 

定格出力 
 最高出力 

                  

kW 

長さ       ㎝ 幅 
     

㎝ 
最高速度 km/h 

軽自動車税 

申告年月日 
 廃車年月日  廃車事由  

備考      

上記のとおり廃車しました。 

年  月  日 

 

大津市長      印 

受付印 
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様式第91号を次のように改める。 

様式第91号（第58条関係） 

 

原動機付自転車・小型特殊自動車 

標識交付証明書 

 

 発行番号  

所有者 

住所 

（所在地）
  

氏名 

（名称） 
  

使用者 

住所 

（所在地）
  

氏名 

（名称） 
  

納税義務者区分  

標識番号  

種別  

定置場  

所有形態  

車名  

車台番号  

型式  型式認定番号  

総排気量又は 

定格出力 
 原動機型式  

最高速度 km/h 最高出力 kW 

長さ ㎝ 幅 ㎝ 

納税義務発生 

年月日 
 年式  

備考    

上記のとおり標識を交付したことを証明します。 

 

年  月  日 

大津市長      印 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年１月１日から施行する。ただし、第46条第２項第５号の改正規定は、同年４月１日か

ら施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されてい

る書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による納付書等は、当分の間、なお使用することができる。 
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